
4 2012（平成24年）

4月
（卯月） APRIL
29日・昭和の日　30日・振替休日

国民一人ひとりに付ける固有の番号。名寄
せし、個人情報を確認することで、年金・医
療・福祉や税等の行政分野で、社会保障給付
や将来導入が予定される給付付税額控除等に
対応します。関係法案が成立すれば、平成26
年６月に個人・法人に番号を交付し、27年１
月以降利用開始の予定です。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月10日
国　税／2月決算法人の確定申告(法人税・消費税等)

5月1日
国　税／8月決算法人の中間申告 5月1日
国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 5月1日
地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月16日
地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日
地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日〜4月20日
または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付
4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月〜3月分） 5月1日

マイナンバー（共通番号）制度

4 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント

日 月 火 水 木 金 土
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退
職
後
に
医
療
保
険
制
度
に
加
入

す
る
に
は
、
任
意
継
続
被
保
険
者
と

な
る
方
法
（
特
定
健
康
保
険
組
合
の

加
入
員
は
、
特
例
退
職
被
保
険
者
と

な
る
方
法
も
あ
り
ま
す
）、
被
扶
養
者

と
な
る
方
法
及
び
国
民
健
康
保
険

（
以
下
「
国
保
」
と
い
う
）
の
被
保
険

者
と
な
る
方
法
が
あ
り
ま
す
。

給
付
内
容
は
ほ
と
ん
ど
変
わ
り
ま

せ
ん
の
で
、
保
険
料
の
負
担
額
を
考

慮
し
て
選
択
す
る
の
も
ひ
と
つ
の
方

法
で
す
。

平
成
二
十
二
年
四
月
か
ら
、
倒

産
・
解
雇
・
雇
止
め
等
で
職
を
失
っ

た
者
が
安
心
し
て
医
療
に
か
か
れ
る

よ
う
、
市
区
町
村
が
運
営
す
る
国
民

健
康
保
険
制
度
に
お
い
て
、
国
民
健

康
保
険
料
を
軽
減
す
る
制
度
が
実
施

さ
れ
て
い
ま
す
の
で
利
用
す
る
と
よ

い
で
し
ょ
う
。
た
だ
し
、
手
続
き
が

必
要
で
す
。

本
制
度
の
対
象
者

国
保
の
保
険
料
の
軽
減
措
置
を
受

け
ら
れ
る
者
は
、
国
保
の
被
保
険
者

で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当

す
る
こ
と
が
要
件
で
す
。

a

離
職
日
時
点
で
六
五
歳
未
満
で

あ
る
こ
と
。

s

雇
用
保
険
の
「
特
定
受
給
資
格

者
」
ま
た
は
「
特
定
理
由
離
職
者
」

と
し
て
求
職
者
給
付
（
基
本
手
当

等
）
を
受
け
る
こ
と
。

具
体
的
に
は
、
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
の
離
職
理
由
が
次
頁
表
a
の

い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
こ
と
で

す
。
な
お
、
特
例
受
給
資
格
者
及
び

高
年
齢
受
給
資
格
者
は
本
制
度
の
対

象
に
な
り
ま
せ
ん
。

特
定
受
給
資
格
者
と
は
、
倒
産
・

解
雇
等
の
理
由
に
よ
り
再
就
職
の
準

備
を
す
る
時
間
的
余
裕
な
く
離
職
を

余
儀
な
く
さ
れ
た
者
を
い
い
、
一
方

の
特
定
理
由
離
職
者
と
は
、
離
職
者

の
う
ち
特
定
受
給
資
格
者
以
外
の
者

で
あ
っ
て
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労

働
契
約
期
間
が
満
了
し
、
か
つ
、
そ

の
労
働
契
約
の
更
新
が
な
い
こ
と

（
本
人
が
更
新
を
希
望
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
そ
の
更
新
に
つ
い
て
合
意

が
成
立
し
な
か
っ
た
場
合
に
限
る
）

そ
の
他
や
む
を
得
な
い
と
認
め
ら
れ

る
理
由
に
よ
り
離
職
し
た
者
を
言
い

ま
す
。軽

減
内
容

国
民
健
康
保
険
料
の
算
定
・
高
額

療
養
費
等
の
所
得
区
分
を
判
定
す
る

際
、
失
業
者
本
人
の
前
年
給
与
所
得

を
一
〇
〇
分
の
三
〇
と
み
な
し
て
計

算
さ
れ
ま
す
。
年
金
、
養
老
年
金
等

そ
の
他
の
所
得
に
つ
い
て
は
通
常
ど

お
り
で
す
。

た
と
え
ば
、
平
成
二
十
三
年
十
二

月
三
十
一
日
に
離
職
し
た
場
合
は
、

次
の
よ
う
に
算
定
さ
れ
ま
す
。

①

平
成
二
十
四
年
一
月
〜
三
月
ま

で
の
保
険
料

平
成
二
十
二
年
中
（
一
月
一
日
〜

十
二
月
三
十
一
日
ま
で
）
の
給
与
所

得
（
賞
与
を
含
む
）
で
算
定
さ
れ
ま

す
。平

成
二
十
二
年
中
の
給
与
所
得

六
〇
〇
万
円
、
年
金
五
〇
万
円
と

し
た
場
合
の
所
得
は
二
三
〇
万
円

と
な
り
、
こ
の
金
額
に
基
づ
き
保

険
料
等
が
算
定
さ
れ
ま
す
。

六
〇
〇
万
円
×
三
〇
％
＋
五
〇
万

円
＝
二
三
〇
万
円

②

平
成
二
十
四
年
四
月
以
降
の
保

険
料平

成
二
十
三
年
一
月
一
日
〜
十

二
月
三
十
一
日
ま
で
の
所
得
で
算

定
さ
れ
ま
す
。

軽
減
期
間

軽
減
期
間
は
、
離
職
の
翌
日
か
ら

翌
年
度
末
ま
で
で
す
。
た
だ
し
、
就

職
し
て
健
康
保
険
に
加
入
す
る
な
ど

国
保
の
資
格
を
喪
失
し
た
と
き
は
こ

の
適
用
は
終
了
と
な
り
ま
す
。

翌
々
年
度
に
つ
い
て
も
、
所
得
が

な
け
れ
ば
保
険
料
は
か
な
り
低
く
な

り
ま
す
。

ち
な
み
に
、
任
意
継
続
被
保
険
者

と
な
っ
た
場
合
は
、
二
八
万
円
（
協

会
け
ん
ぽ
の
場
合
）
を
限
度
に
、
保

険
料
率
を
掛
け
ま
す
の
で
一
月
当
た

り
の
保
険
料
額
は
三
万
円
前
後
に
な

り
ま
す
。

手
続
き

保
険
料
の
軽
減
措
置
を
受
け
る
に

は
、
住
所
地
の
市
区
町
村
に
「
雇
用

保
険
受
給
資
格
者
証
」
を
提
示
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
受
給
資
格

者
証
の
「
12
・
離
職
理
由
」
欄
を
確

認
後
に
保
険
料
が
軽
減
さ
れ
ま
す
が
、
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受
給
者
証
が
交
付
さ
れ
る
の
は
、
離

職
後
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
行
き
求
職
の

申
込
み
を
行
っ
た
後
に
開
催
さ
れ
る

説
明
会
（
二
週
間
前
後
の
間
で
日
時

が
指
定
さ
れ
ま
す
）
に
お
い
て
で
す

の
で
、
す
み
や
か
に
、
国
保
に
加
入

す
る
手
続
き
を
し
て
お
く
と
安
心
で

す
。加

入
手
続
き
を
し
な
い
間
に
、
ケ

ガ
や
病
気
の
治
療
を
受
け
る
と
、
い

っ
た
ん
病
院
等
の
窓
口
で
医
療
費
の

全
額
を
支
払
い
、
後
日
、
療
養
費
の

申
請
を
し
て
、
原
則
七
割
の
医
療
費

を
償
還
払
い
し
て
も
ら
う
手
続
き
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

そ
の
後
、
受
給
資
格
者
証
が
交
付

さ
れ
た
時
点
で
保
険
料
軽
減
の
申
請

を
す
れ
ば
、
さ
か
の
ぼ
っ
て
軽
減
措

置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

手
続
き
は
、
住
所
地
の
市
区
町
村

の
担
当
窓
口
に
、
申
請
書
（
窓
口
に

置
い
て
あ
り
ま
す
）、
国
民
健
康
保
険

証
、
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
、
源

泉
徴
収
票
、
認
印
を
持
参
し
て
行
い

ま
す
。

市
区
町
村
に
よ
り
添
付
書
類
等
が

異
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、
あ

ら
か
じ
め
問
い
合
わ
せ
た
ほ
う
が
よ

い
で
し
ょ
う
。
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被
保
険
者
ま
た
は
被
扶
養
者
が
ケ

ガ
や
病
気
の
治
療
を
受
け
る
た
め
、

病
院
や
診
療
所
に
移
送
さ
れ
た
場
合

で
あ
っ
て
、
保
険
者
（
協
会
け
ん
ぽ

等
）
が
必
要
と
認
め
た
と
き
は
、
被

保
険
者
に
移
送
費
ま
た
は
家
族
移
送

費
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
次
の
よ
う
な
場
合

で
す
。

①

ケ
ガ
や
病
気
に
な
っ
た
患
者
が

災
害
現
場
等
か
ら
医
療
機
関
に
緊

急
に
移
送
さ
れ
た
場
合

②

移
動
困
難
な
患
者
で
あ
っ
て
、

患
者
の
症
状
か
ら
み
て
、
そ
の
医

療
機
関
の
設
備
等
で
は
十
分
な
診

療
が
で
き
な
い
た
め
、
医
師
の
指

示
に
よ
り
緊
急
に
転
院
し
た
場
合

支
給
額
は
、
最
も
経
済
的
な
通
常

の
経
路
及
び
方
法
に
よ
り
移
送
さ
れ

た
場
合
の
費
用
に
基
づ
き
算
定
し
た

額
の
範
囲
内
で
そ
の
実
費
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

遺族（補償）年金前払一時金

労災保険には遺族（補償）年金をまと
めて前払いする「遺族（補償）年金前払
一時金制度」があります。

これは、仕事中や通勤途中のケガや病
気により一家の働き手（労働者）が死亡
し、収入の途が途絶えたとき、一時的あ
るいは突発的な出費が生じる場合等に対
応するために設けられている制度です。

一時金の額は、給付基礎日額の1000日
分相当額を限度として、原則として200
日分、400日分、600日分、800日分また
は1000日分のうち、受給権者（障害の状
態にない55歳以上60歳未満の夫、父母、
祖父母及び兄弟姉妹のいわゆる若年支給
停止者も含む）が希望する額で、一回限
り、原則として遺族（補償）年金の請求
と同時に行うことができます。

なお、一時金が支給されたときは、そ
の額に達するまでの間、遺族（補償）年
金は支給停止となります。

基本手当の給付日数

雇用保険の基本手当（失業等給付）の所
定給付日数は90日〜330日とされ、離職日
の年齢、被保険者であった期間、離職理由
により下表のとおり定められています（身
体障害者等の就職困難者を除く）。

なお、特定受給資格者・特定理由離職者
（倒産・解雇・雇止め等により離職した者）
のうち、以下の①〜③のいずれかに該当す

る場合であって、再就職が困難であるとハ
ローワークが認めた場合には、所定給付日
数をすべて受け終わった後、給付日数を原
則60日間延長して（個別延長給付）、再就
職の支援を行っています。
① 受給資格にかかる離職日において45歳
未満であること。

② 雇用機会が不足する地域として指定さ
れた地域に居住すること。

③ ハローワークが再就職支援を計画的に
行う必要があると認めること。

健
康
保
険
で
支
給
さ
れ
る
移
送
費
・
家
族
移
送
費


